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研究要旨 

  

2010 年以降日本での HIV 報告数に占める外国人の割合の増加傾向が続いており、その出身国も多様化

している。外国生まれの結核報告数についても増加が続いており、その出身地は HIV 陽性者の出身地

域と重複する傾向がみられている。そこで、当研究班では HIVと結核双方に対応する通訳の育成を行

いその効果についての検討を行ってきた。 

2016 年度に先行研究で作成したカリキュラムを元に、これまで東日本の医療通訳人材を対象に行っ

てきた結核・HIV に対応した医療通訳を育成するための研修事業を、2019 年度には関西地区でも実施

した。その後新型コロナウイルス感染症の拡大により対面での研修が困難となり、オンライン研修を

導入した。この結果、対象者を全国に拡大して実施することになった (2020 年度、2021 年度)。 

3 年間で 6回の研修を実施し、その参加者のプロフィールと研修の効果についてまとめた。研修参

加者は 239人であり、英語・中国語の通訳者の他に、ベトナム語・スペイン語・ポルトガル語・フィ

リピン語・韓国語など多様な言語の通訳者の参加が得られた。主に日本で生育した(65.7%)、女性

(88.3%)、大卒以上の学歴 (79.1％)、50歳以上(51.1%)の参加者が多く、医療通訳経験のない(37.2%)

もしくは 5 件未満(41.4%)の参加者が多い一方で、既に結核の通訳を経験(18.0%)、HIV の通訳を経験

(12.1%)している参加者も見られた。研修前後で知識問題の平均正答率が、研修前の 51.9％から研修

後の 88.1％に上昇した。一方、認識・行動意志についての設問では、初年度の対面での研修に比べて

2020 年度以降のオンライン研修では効果が少なめの傾向がみられた。 

研究班では、保健行政と連携して自治体の検査事業を多言語で対応できるようにする研修も計画

(2019 年度)していたが、新型コロナウイルス感染の流行に伴い研修が中止となり、計画の変更に迫ら

れた。検査事業の中止が相次ぎ、育成した通訳者の派遣も 2018年度より大幅に減少したが、検査事業

のホームページの翻訳や遠隔通訳の提供などにより多言語対応の支援は継続した。今後、検査事業の

再開に向けて新たな形での支援の強化が求められる。 

 

Ａ．研究目的 
エイズ動向委員会の報告によれば 2000 年代

に減少傾向に転じていた外国人の HIV 報告数

が近年増加傾向にある。特に 2020 年の HIV 報

告数に占める外国人の割合は 17.5％であり

17％を越えたのは 2000年以来のことである 1)。

また、2000 年代までは拠点病院を訪れる HIV
陽性外国人は、東南アジア・南米・アフリカの

特定の国の出身者の割合が多く、診療現場で必

要とされる言語は少数であったが 2)3)、近年は多

様なアジア言語の必要性が高まっている 4)。こ
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うした中で、日本語・英語ともに不自由な外国

人の医療アクセスが遅れていることが先行研究

により示されている 5)。 
一方、結核発生動向によれば、2012 年以降外

国生まれの結核患者の登録が急増しており、ア

ジアの多様な国が含まれている 6)。この背景に

は技能実習生、日本語学校生などの増加がある。

新型コロナウイルス感染症の流行により現在増

加が頭打ちとなっているが、今後の人流の再開

により再度増加することが予測される。 

既に結核に対しては東京都・大阪府などで通

訳派遣体制が構築されているが 7)、HIV に対し

ては結核よりも発生数が少なく、国籍も多様で

ある中で通訳体制の構築には課題が大きい。し

かし、近年結核登録数が増加している国の多く

は、HIV 報告数も増加しており両者の出身国が

類似する傾向にある。そこで、当研究班では、

結核と HIV 双方に対応する通訳を育成し運用す

ることの実用性について検討を行ってきた。 

当研究班では 2016 年から実施した「外国人に

対する HIV 検査と医療サービスへのアクセス向

上に関する研究」において、HIV と結核に対応

する医療通訳のための研修カリキュラムと教材

の作成を行い(初年度)、2年度、3年度は自治体

と連携して医療通訳の派遣を行っている東日本

の NPO や国際交流協会などに働きかけその登録

通訳らを対象に同様の研修を行った。本研究事

業では、さらに発展させて 2019年には関西地域

で自治体に通訳派遣を行っている NPO である

CHARM と連携し大阪での通訳研修を実施。2020

年からは新型コロナウイルス感染症の流行を鑑

みて Zoom を活用したオンライン研修を行うこ

とで全国の医療通訳人材を対象に結核・HIV に

対応した通訳の研修を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究では、これまでの研究を踏まえ対象地

域を徐々に拡大して医療通訳の育成を実施した。

研修は 2019 年に当研究班がエイズ診療拠点病

院を対象に行った調査の中で最も多数の医療通

訳派遣実績のあった二つの団体（MIC かながわ、

CHARM）に実務を委託して行った。初年度は、東

京会場（MIC かながわが担当）と大阪会場（CHARM

が担当）にて対面での実施を行ったが、2020 年

度からは、新型コロナウイルスの感染拡大を受

けて、Zoom を利用したオンライン研修とした。

東日本を中心とした広域の医療通訳人材を対象

とした研修（MIC かながわが担当）と関西地域

の医療通訳人材を対象とした研修（CHARM が担

当）の２回実施した。研修の内容を表１に示す。 

対面による研修は第一回を結核・HIV・保健所

の役割などに関する知識の取得を主要な目的と

し、座学を中心に行った。第二回は通訳技術の

習得を主な目的とし、ロールプレイを交えた参

加型の研修とした。 

 

表１．感染症通訳研修の主な内容 

 

結核の基礎知識（疫学・診断・治療など） 

HIV の基礎知識（疫学・診断・治療など） 

HIV とセクシャリティについて   

医療通訳ルール 

通訳技術の実際 

ロールプレイによる実技演習 

 

 

オンライン研修となった 2020年度からは、集中

力の維持を目的に一日の研修時間を短くし、4

回に分割して行った。内容はほぼ同一であるが、

より広い参加者を獲得するために新型コロナウ

イルス感染症の基礎知識やワクチン、遠隔通訳

技術など医療通訳現場で必要とされる最新の話

題も随時盛り込むようにした。 

 本研究では、このうち知識の習得を目指した

講義によって、結核・HIV についての知識や望

ましい認識がどの程度定着したかについて検討

した。 

 研修の参加者に対して、無記名の自記式質問

票調査を研修の前後で行った。対面での研修で

は記入の時間を設け会場での記入・提出を求め

たが、オンライン研修では事前に Google Form
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で作成したアンケートへの記入を求め、研修終

了後も Google Formでの回答と提出を求めた。

調査項目は、参加者のプロフィール、HIV への

知識、結核の知識、HIV や結核への態度・認識

についてである。研修参加者のうち初回の参加

であり調査協力の同意が得られた 239 人につい

て研修の前後での回答をまとめこれを比較した。 

 また、研修で育成した通訳人材の活用と、自

治体の検査事業の多言語化促進のために通訳派

遣や翻訳支援、多言語資材の提供などの支援を

行った。 

 

（倫理面への配慮） 

調査の参加は任意であることを質問票に記載

し、調査参加の意思確認の質問を設けた。 

 

Ｃ．研究結果 

1.研修参加者のプロフィール 

 ３年間に行った６回の研修に参加した 239 人

の該当者から回答が得られた。参加者の担当言

語は英語、中国語、ベトナム語の順で多かった。 

 

表２．研修参加者：担当言語毎の人数 

 

 

表３．通訳研修参加者のプロフィール 

 

研修参加者は、女性が 211 人と全体の 88.3％を

占め、生育地が主に日本とした回答者が 157人

と全体の 65.7％を占めた。年齢は 20 代から 60

歳以上と幅広く分布していたが、過半数が 50

歳以上であった。また、大卒・大学院卒が 189

人であり、79.1％を占めた。 

 

表４．参加者の医療通訳経験 

 

 

過去の医療通訳経験が「なし」の初心者も 89

人(37.2%)であった。一方で「経験５年以上」が

51 人(21.4%)あり、既に結核の通訳を経験した

ことのある参加者 43 人(18.0%)、HIV の通訳を

経験した参加者 29 人(12.1%)が含まれていた。 

 

2．結核と HIV に対する知識と研修の効果 

結核と HIV に関わる通訳を行う上で特に重

要となる知識が研修によってどの程度習得され

ているかを評価するために、研修の参加者の講

義の前後に知識の変化を調べた。 

 

表５.結核・HIV の知識 

担当言語 人数 担当言語 人数 

英語 78 ポルトガル語   13 

中国語 72 韓国語   5 

ベトナム語   27 フィリピン語   5  

スペイン語   17 その他  23  

  人数    ％ 

性別 女 211 88.3 
 男 28 12.7 
生育地 主に日本 157 65.7 

 主に外国 82 34.3 
年齢 20-29 28 11.7 
 30-39 30 12.6 
 40-49 54 22.6 
 50-59    68 28.5 
 60-    59 24.7 
学歴 高卒  21 8.8 

 大卒  144 60.3 
 大学院卒 45 18.8 

 その他 29 12.1   人数 ％ 

活動期間 なし 89 37.2 

 5年未満 99 41.4 

     5-10 年 25 10.5 

    10 年以上 26 10.9 

結核通訳経験 あり 43 18.0 

 なし 196 82.0 

HIV 通訳経験 あり 29 12.1 

 なし 210 87.9 
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研修の前後で、全設問の平均正答率が 51.9％

から 88.1％へと上昇し、研修終了後の正答率は

10問中 8問で 80％を越え、正答率の最も低い設

問でも正答率 70％を越えた。HIV の感染経路や

結核の感染性・症状などを尋ねる設問は、講義

の前から正解率が高かったが、多くの設問で正

答率が上昇しており、全体的に知識の習得にお

いて研修は効果的であった。 

 

3. HIV・結核への認識・行動意志 

 結核や HIV に対して恐怖心や否定的な感情

がないか、結核患者・エイズ患者へ支持的な態

度を持っているかどうかに関係する質問を行い、

研修の前後での比較をした。 

 

表６．結核・ＨＩＶへの認識・行動意志 

 

 研修を行った後で結核・HIV いずれに対して

も、望ましい認識や行動意思が増加しているの

がみられた。  

 

表７．望ましい認識・行動意思の割合平均値 

 講習前 講習後 

2019年度 44.8％ 64.2％ 

2020年度 35.1％ 46.9％ 

2021年度 38.8％ 50.6％ 

 

しかし、望ましい認識・行動意思を示した人の

割合の変化を年度ごとにみると、対面での講習

を行った 2019 年が 44.8％から 64.2％に増加し

ていたのに比べて、オンライン研修で行った

2020 年・2021 年では望ましい認識・行動意思の

改善が少ない傾向がみられた。2020 年以降は質

問への回答もオンラインで行っており調査方法

が異なるため単純な比較はできないが、臨場感

に乏しいオンライン研修では、知識の習得には

同等の効果があっても認識や行動意思の変化に

ついては効果が劣る可能性がうかがわれる。 

 

4．自治体などの検査事業の多言語化への支援 

 2019 年度の研究では、東京都福祉保健局と連

携し、都内の検査事業の多言語化を支援する目

的で2020年2月に保健師を対象とした研修を予

定した。これにより当研究班で開発した多言語

支援ツールを活用して外国人受検者の積極的な

受け入れを行うための支援をする計画であった。

しかし、新型コロナウイルス感染症の急激な拡

大に伴い研修は中止となり、実施は 2022年度以

降に持ち越されている。しかし、自治体などの

検査事業の多言語化への協力は継続しており、

2020 年度には東京都南新宿検査相談室、2021

年度には神奈川県の委託で行われている検査事

業の Web上の案内に関連して、中国語やベトナ

ム語への対応の支援を行った。また、琉球大学

と連携し Webでの閲覧可能な多言語での検査説

明を沖縄県内の医療施設で使用できるように改

問い 研修前 

正答数(率) 

研修後 

正答数(率) 

結核     

1.標準治療の薬剤数 69 29.6  165 70.8  
2.感染性のある結核 166 71.2  214 91.8 
3.特徴的な症状 176 75.5  200 85.8  

4.主な副作用の知識 169 72.5 198 85.0 
5.診断に有用な検査 110 47.2  189 81.1 

HIV     
6.HIV の感染経路 202 86.7  220 94.4  
7.AIDSと CD4値 104 44.6  210 90.1  
8.主な日和見感染症 100 42.9 187 80.3 
9.HAART の薬剤数 95 40.8  166 71.2 
10.HIV の治療予後 135 57.9  213 91.4  

 前 後 

結核は「とても怖い病気」以外  171 

73.4 

201 

86.3 

AIDS のことを友人とよく話せ

る 

52 

22.3 

72 

30.9 

咳や痰が続いたら受診を勧め

る 

128 

54.9 

167 

71.2 

同僚がエイズで服薬で不安な

い 

 44 

18.9 

88 

37.8 

結核の友人きっと通訳する 57 

24.5 

87 

37.3 

エイズの通訳依頼きっと引受

ける 

89 

38.2 

115 

49.4 
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変して提供した。 

 当研究班で育成した通訳人材については、こ

れまで通り保健所などからの依頼に基づき派遣

を行っている。2018 年度には年間 11 人の派遣

を行いその内訳は中国語 10 人、ネパール語 1

人であった。しかし、2019 年 12 月からの新型

コロナウイルス感染症の流行の影響で 2020 年

度以降保健所での検査が大幅に縮小され、また

対面での通訳が困難となり、本研究事業中の通

訳派遣は 2019 年度のベトナム語 1件、2020 年

度の遠隔通訳ベトナム語 2 件にとどまった。

2021 年度には中国語とベトナム語の派遣調整

を行ったが、流行の再燃などの理由で派遣には

至らず、2021年度の実績は当研究班で行った外

国語検査事業への派遣２件のみであった。 

  

 

Ｄ．考察 

エイズ動向委員会の年報によれば HIV 報告数

の中で外国人の占める割合は、2000 年頃から減

少傾向であったが、2010 年を境に再び増加傾向

となっている。拠点病院を訪れた HIV 陽性外国

人の中でも従来は少数であったフィリピン、ベ

トナム、ネパール、インドネシアなどの出身者

が増えており、これらの国は近年日本での結核

登録者が増えている国と一致する。過去数年の

外国人の結核報告数は外国人のHIV報告数の10

倍前後で推移しており HIV領域で活用される通

訳人材を結核領域の人材と併せて育成すること

には合理性があると考える。 

研修の参加者の募集に当たっては、自治体な

どに医療分野の通訳派遣の経験がある NPO や国

際交流協会の関係者等を主な対象とした。新型

コロナウイルス感染症の流行を受けて、Zoomを

利用したオンライン研修とした結果、全国を対

象とした研修が可能となり多数の参加者が得ら

れる結果となった。 

研修効果については知識の獲得の部分では、

対面研修と同等の効果が認められたが、認識や

行動意思の部分では対面研修より効果が低い可

能性があった。ただし、調査方法が異なるため

今後のさらなる検討が必要である。 

外国人の中での HIV 陽性報告の増加の背景に

は東アジアの MSMの間での流行の拡大による影

響と、日本の労働政策の変化により技能実習生

や日本語学校生といった形でベトナム・ネパー

ル・ミャンマー・インドネシアなどの多様なア

ジア地域の出身者の人口が急増していることが

ある 8)。こうした中で、HIV や結核の診療場面

でもこれらの言語の依頼が増えており人材確保

が急務である。 

新型コロナウイルス感染症の流行拡大に伴い、

当研究班が当初計画していた保健所と連携した

多言語対応施設の拡充は大きく変更を余儀なく

された。しかし、2022年度の開始とともに保健

所などの検査事業の再開が期待され、これに合

わせて検査事業の多言語化支援の推進が必要と

考える。 

 

 

Ｅ．結論 

日本で報告される HIV陽性者の中で外国人が占

める割合は今後も増加が予想され、検査の多言

語での対応の支援が急務である。新型コロナウ

イルス感染症の流行のために当初の計画が変更

を余儀なくされた。一方でオンライン研修の利

用による利点も確認された。今後さらなる通訳

人材の育成と支援体制の拡充が求められる。 
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